
第１回松本市公契約条例検討委員会 次第 

 

 

 

 

１ 開会 

 

２ あいさつ 

 

３ 自己紹介 

 

４ 委員長選出・職務代理指名 

 

５ 議事 

 ⑴ 公契約条例の概要 

 ⑵ 他の自治体における制定状況・・・・・・・・・・・資料１～３ 

 ⑶ 松本市の入札・契約制度（工事関係）・・・・・・・資料４ 

 ⑷ 公契約条例に対する松本市のこれまでの対応・・・・資料５・６ 

 ⑸ 松本市の入札契約に関する状況・・・・・・・・・・資料７～９ 

 ⑹ 今後の進め方 

 

６ 今後の日程について 

 

７ 閉会 

 

 

【今後の日程（案）】・・・今年度、５回の開催を予定 

区分 日時及び場所 内容 

第２回 令和３年７月３０日（金）午後１時３０分から 

本庁舎３階【第１応接室】 

条例の必要性・方向性 

論点の整理 

第３回 令和３年９月２９日（水）午後１時３０分から 

本庁舎３階【第１応接室】 

条例の必要性・方向性 

論点の整理 

第４回 令和３年１２月２０日（月）午後１時３０分から 

本庁舎４階【第２応接室】 

論点について協議 

第５回 

 

令和４年２月１４日（月）午後１時３０分から 

本庁舎３階【第１応接室】 

論点について協議 

令和３年６月２３日（水） 

午後１時３０分～ 

第一応接室 



 

 

 

 

松本市公契約条例検討委員会 委員名簿 

 

令和３年６月 

区分 選出方法 委員候補（敬称略） 備 考 

学識経験者 

弁護士 高野
た か の

尾
お

 三
かず

穂
ほ

 高野尾法律事務所 

社会保険労務士 山本
やまもと

 綾子
あ や こ

 
山本綾子社会保険

労務士事務所 

労働団体代表 

松本地区労働者福祉協議会に

推薦依頼 木下
きのした

 信
のぶ

幸
ゆき

 
連合長野松本広域

協議会 事務局長 

松本建設労働組合に推薦依頼 山口
やまぐち

 尚
なお

徳
のり

 
㈱山口石材 

代表取締役社長 

事業者団体 

松本商工会議所に推薦依頼 大池
おおいけ

 太士
ふ と し

 
松本土建㈱ 

代表取締役社長 

松本市建設業協会に推薦依頼 伊藤
い と う

 浩一
ひろかず

 
丸善土木㈱ 

代表取締役社長 

松本市 

総務部長 中野
な か の

 嘉
よし

勝
かつ

  

財政部長 板倉
いたくら

 章
あきら

  

  

 

 

 



松本市告示第３２８号 

 松本市公契約条例検討委員会設置要綱を次のように定める。 

  令和３年６月２３日 

松本市長 臥雲 義尚   

 

松本市公契約条例検討委員会設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が行う契約（以下「公契約」という。）がより適正に行われること、公

契約に基づく建設工事、業務委託等に係る労働者の労働環境向上、地域経済の活性化、公共事

業の品質確保及び市民サービスの向上を目的とした、公契約に係る市及び事業者の責務等に

ついて定める条例の制定を検討するに当たり、専門的な見地からの意見を求めるため、松本市

公契約条例検討委員会（以下「委員会」という。）を設置することについて必要な事項を定め

るものとする。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 公契約に係る条例の必要性、方向性及び実効性に関すること。 

⑵ 公契約に係る条例を制定する場合における条例に規定する内容に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員８人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 労働者団体代表者 

⑵ 事業者団体代表者 

⑶ 有識者 

⑷ 市職員 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する所掌事項に係る検討が終了するまでの

間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、財政部契約管財課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和３年６月２３日から施行する。 



１ 公契約とは 

  公契約とは、「県、市町村などの自治体が一方の当事者となる公共工事や業務委託などの

契約」のことです。 

 

２ 公契約条例とは 

  公契約条例とは、「公契約の内容の適正化を図るためのもの」です。大きく分けて、   

「労働条件の改善を主眼とするタイプ（賃金型）」と、「公契約に係る手続を通じて自治体に

おける何らかの政策の実現を目指すタイプ（理念型）」に分かれます。 

前者（賃金型）は、公契約に係る業務に従事する労働者に受注者（事業者）が支払うべ

き賃金の下限額に関する規定（賃金条項）を有するのが特徴で、平成２１年９月に千葉県

野田市が初めて制定しました。 

後者（理念型）は、公契約に関する基本的な理念や考え方、発注者・受注者双方の責務

などを規定するもので、入札・契約制度を通じて、適正な履行、品質確保、地域経済の発

展、労働環境の確保、環境保全などの様々な公共政策の実現を目指すものです。長野県や

長野市の条例はこのタイプです。 

 

３ 賃金型（賃金条項）の例 

  野田市公契約条例（第６条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊橋市公契約条例（第６条） 

 

 

 

(適用労働者の賃金等) 

第６条 受注者等は、適用労働者に対し、次に定める１時間当たりの賃金等の最低額以上の 

賃金等を支払わなければならない。 

(1) 工事又は製造の請負の契約 

 契約を締結した日の属する年度の農林水産省及び国土交通省が公共工事の積算に用い

るため決定した公共工事設計労務単価(以下この号において「労務単価」という。)に規定

する職種ごとに、千葉県において定められた額を 8 で除した額に 100 分の 85 を乗じて得

た額(労務単価に規定されていない職種又は千葉県において額が定められていない職種に

あっては、労務単価を勘案して市長が別に定める額) 

(2) 工事又は製造以外の請負の契約及び指定管理協定 

野田市一般職の職員の給与に関する条例(昭和 26 年野田市条例第 32 号)別表第 1 及び

別表第 1 の 2 に定める額、国土交通省が国の建築保全業務を委託する際の費用の積算に

用いるため毎年度決定する建築保全業務労務単価その他の公的機関が定める基準等並び

に本市が既に締結した工事又は製造以外の請負の契約に係る労働者の賃金等を勘案して

市長が別に定める額 

（労働報酬下限額） 

第６条 市長等は、特定公契約において、事業者が労働者に対し、市長が定める額以上の賃金

等を支払わなければならないことを定めるものとする。 



４ 適用範囲（野田市の例） 

⑴ 工事請負契約（予定価格４，０００万円以上） 

⑵ 業務委託契約（予定価格１，０００万円以上のうち、市長が別に定めるもの） 

⑶ 指定管理協定（すべて） 

 

５ 理念型の基本理念（主な項目） 

定められている項目 自治体数 

透明性、公平性、公正性、競争性の確保 ３５ 

契約の適正な履行、品質の確保 ３３ 

適正な労働環境の確保 ３２ 

地域経済及び地域社会の健全な発展（活性化） ２７ 

環境、人権など社会的課題の解決 ２２ 

談合等の不正行為の排除 １６ 

市内事業者の受注機会の確保（持続的な発展） １１ 
   

※ 基本理念とは別条文で、「適正な労働環境の確保」、「市内事業者の受注機会の確保（市内事業

者への優先的発注）」を規定している自治体が多い。 

 

 

６ 公契約条例のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

賃金条項型と理念型で 

この内容は異なる。 



【県】８県

№ 自治体名 条例名 区分
2015

国調人口
公布年月日 施行年月日

賃金
条項

1 山形県 山形県公共調達基本条例 県 1,122,957 H20.7.18 H20.7.18 ×

2 長野県 長野県の契約に関する条例 県 2,099,759 H26.3.20 H26.4.1 ×

3 奈良県 奈良県公契約条例 県 1,365,008 H26.7.10 H27.4.1 ×

4 岐阜県 岐阜県公契約条例 県 2,032,533 H27.3.24 H27.4.1 ×

5 岩手県 県が締結する契約に関する条例 県 1,279,814 H27.3.27 H28.4.1 ×

6 愛知県 愛知県公契約条例 県 7,484,094 H28.3.29 H28.4.1 ×

7 沖縄県 沖縄県の契約に関する条例 県 971,772 H30.3.30 H30.4.1 ×

8 静岡県
事業者等を守り育てる静岡県公契約
条例

県 3,700,305 R3.3.26 R3.3.26 ×

【中核市】１４市

№ 自治体名 条例名 区分
2015

国調人口
公布年月日 施行年月日

賃金
条項

9 群馬県前橋市 前橋市公契約基本条例 中核市 336,199 H25.3.29 H25.10.1 ×

10 秋田県秋田市 秋田市公契約基本条例 中核市 315,374 H25.3.21 H26.4.1 ×

11 高知県高知市 高知市公共調達条例 中核市 337,360 H26.10.1 H27.10.1 ○

12 愛知県豊橋市 豊橋市公契約条例 中核市 374,483 H27.12.17 H28.4.1 ○

13 兵庫県尼崎市 尼崎市公共調達基本条例 中核市 452,571 H28.10.21 H28.10.21 ×

14 北海道旭川市
旭川市における公契約の基本を定め
る条例

中核市 339,797 H28.12.13 H28.12.13 ×

15 福島県郡山市 郡山市公契約条例 中核市 335,608 H28.12.16 H29.4.1 ×

16 埼玉県越谷市 越谷市公契約条例 中核市 337,562 H28.12.22 H29.4.1 ○

17 高知県高知市 高知市公共調達条例 中核市 337,190 H30.10.1 H30.10.1 ×

18 愛知県岡崎市 岡崎市公契約条例 中核市 381,051 R1.12.23 R2.4.1 ×

19 岐阜県岐阜市 岐阜市公契約条例 中核市 406,735 R2.3.30 R2.4.1 ×

20 沖縄県那覇市 那覇市公契約条例 中核市 319,435 R2.3.26 R3.4.1 ×

21 青森県八戸市 八戸市公契約条例 中核市 237,615 R2.9.24 R3.4.1 ×

22 長野県長野市 長野市公契約等基本条例 中核市 377,598 R2.12.25 R3.4.1 ×

公契約条例制定状況一覧（令和３年４月１日現在）

資料１



【その他】４６自治体

№ 自治体名 条例名 区分
2015

国調人口
公布年月日 施行年月日

賃金
条項

23 千葉県野田市 野田市公契約条例 一般市 153,609 H21.9.30 H22.2.1 ○

24 東京都江戸川区 江戸川区公共調達基本条例 特例市 680,305 H22.3.31 H22.4.1 ×

25 神奈川県川崎市 川崎市契約条例 政令市 1,475,300 H22.12.21 H23.4.1 ○

26 東京都多摩市 多摩市公契約条例 一般市 146,627 H23.12.22 H23.12.22 ○

27 神奈川県相模原市 相模原市公契約条例 政令市 720,914 H23.12.26 H24.4.1 ○

28 東京都渋谷区 渋谷区公契約条例 特別区 224,815 H24.6.22 H25.1.1 ○

29 東京都国分寺市 国分寺市公共調達条例 一般市 122,701 H24.6.28 H24.12.1 ○

30 神奈川県厚木市 厚木市公契約条例 特例市 225,503 H24.12.25 H25.4.1 ○

31 東京都足立区 足立区公契約条例 特別区 671,108 H25.9.30 H26.4.1 ○

32 福岡県直方市 直方市公契約条例 一般市 57,180 H25.12.20 H26.4.1 ○

33 東京都千代田区 千代田区公契約条例 特別区 58,344 H26.3.20 H26.10.1 ○

34 兵庫県三木市 三木市公契約条例 一般市 77,310 H26.3.31 H26.7.1 ○

35 埼玉県草加市 草加市公契約基本条例 一般市 247,076 H26.9.17 H27.4.1 ○

36 東京都世田谷区 世田谷区公契約条例 特別区 900,391 H26.9.30 H27.4.1 ○

37 三重県四日市市 四日市市公契約条例 特例市 311,089 H26.10.6 H27.1.1 ×

38 奈良県大和郡山市 大和郡山市公契約条例 一般市 87,180 H26.12.18 H27.4.1 ×

39 千葉県我孫子市 我孫子市公契約条例 一般市 131,653 H27.3.24 H27.4.1 ○

40 兵庫県加西市 加西市公契約条例 一般市 44,352 H27.3.25 H27.4.1 ○

41 兵庫県加東市
加東市工事等の契約に係る労働環境の適正化
に関する条例

一般市 40,332 H27.7.1 H27.7.1 ○

42 京都府京都市 京都市公契約条例 政令市 1,474,570 H27.11.11 H27.11.11 ×

43 岐阜県大垣市 大垣市公契約条例 一般市 159,927 H28.3.24 H28.4.1 ×

44 石川県加賀市 加賀市公契約条例 一般市 67,235 H28.3.22 H28.7.1 ×

45 香川県丸亀市 丸亀市公共調達基本条例 一般市 110,063 H28.3.29 H28.4.1 ×

46 愛知県碧南市 碧南市公契約条例 一般市 71,362 H29.3.25 H29.7.1 ×

47 和歌山県湯浅町 湯浅町における公契約の基本を定める条例 町 12,200 H29.3.30 H29.3.30 ×

48 東京都目黒区 目黒市公契約条例 特別区 277,622 H29.12.7 H30.10.1 ○

49 岩手県花巻市 花巻市公契約条例 一般市 97,702 H29.12.7 H30.4.1 ×

50 愛知県尾張旭市 尾張旭市公契約条例 一般市 80,787 H29.12.25 H30.4.1 ×

51 秋田県由利本荘市 由利本荘市公契約基本条例 一般市 79,927 H29.12.22 H30.4.1 ×

52 三重県津市 津市市公契約条例 一般市 279,886 H29.12.21 H30.4.1 ×

53 岐阜県高山市 高山市公契約条例 一般市 89,182 H29.12.25 H30.4.1 ×

54 京都府向日市 向日市公共調達基本条例 一般市 53,380 H30.3.23 H30.4.1 ×

55 愛知県大府市 大府市公契約基本条例 一般市 89,157 H30.3.27 H30.4.1 ×

56 東京都日野市 日野市公契約条例 一般市 186,283 H30.3.31 H30.10.1 ○

57 愛知県豊川市 豊川市公契約条例 一般市 182,436 H30.9.27 H31.2.1 ○

58 愛知県田原市 田原市公契約条例 一般市 62,364 H30.12.20 H31.4.1 ×

59 岩手県北上市 北上市公契約条例 一般市 93,511 H30.12.21 H31.4.1 ×

60 広島県庄原市 庄原市における公契約の基本を定める条例 一般市 37,000 H30.12.28 H31.4.1 ×

61 兵庫県丹波篠山市 篠山市公契約条例 一般市 41,490 H30.12.26 H30.1.26 ×

62 東京都新宿区 新宿区公契約条例 特例区 333,560 R1.6.21 R1.10.1 ○

63 愛知県豊明市 豊明市公契約条例 一般市 69,127 R1.9.26 R2.2.1 ×

64 東京都杉並区 杉並区公契約条例 特例区 564,864 R2.3.16 R2.8.1 ○

65 愛知県西尾市 西尾市公契約条例 一般市 167,990 R2.3.26 R2.4.1 ×

66 愛知県東郷町 東郷町公契約条例 町 42,858 R2.3.25 R2.4.1 ×

67 岐阜県飛騨市 飛騨市公契約条例 一般市 24,696 R3.3.22 R3.4.1 ×

68 東京都葛飾区 葛飾区公契約条例 特例区 443,293 R3.3.26 R3.4.1 ×



年度別制定状況及び賃金型の適用範囲（令和３年４月現在） 

年度 【賃金型】  

※網掛けは、「労務台帳」 ではなく、 「労働環境報告書」 を提出 

年度 【理念型】 

※網掛けは、「労働環境報告書」 の提出あり（一定金額以上） 

Ｈ20       Ｈ20 山形県         

Ｈ21 野田市      Ｈ21          

Ｈ22       Ｈ22 江戸川区         

Ｈ23 川崎市 多摩市     Ｈ23          

Ｈ24 渋谷区 国分寺市 相模原市    Ｈ24          

Ｈ25 厚木市      Ｈ25 前橋市         

Ｈ26 千代田区 足立区 直方市 三木市   Ｈ26 長野県 秋田市 四日市市       

Ｈ27 世田谷区 草加市 我孫子市 加西市 加東市 高知市 Ｈ27 奈良県 岐阜県 大和郡山市 京都市      

Ｈ28 豊橋市      Ｈ28 岩手県 愛知県 尼崎市 旭川市 大垣市 加賀市 丸亀市 湯浅町  

Ｈ29 越谷市      Ｈ29 郡山市 碧南市        

Ｈ30 目黒区 日野市 豊川市    Ｈ30 沖縄県 花巻市 尾張旭市 由利本庄市 津市 高山市 向日市 大府市 丹波篠山市 

Ｒ元 新宿区      Ｒ元 高知市 田原市 北上市 庄原市 豊明市     

Ｒ２ 杉並区      Ｒ２ 静岡県 岡崎市 岐阜市 西尾市 東郷町     

Ｒ３       Ｒ３ 長野市 那覇市 八戸市 葛飾区 飛騨市     

計 ２４自治体 計 ４４自治体 

※年度は施行日で区分 

 

【賃金型：工事
．．

の適用範囲】                【賃金型：委託
．．

の適用範囲】         【賃金型：指定管理
．．．．

の適用範囲】 

対象金額 数 自治体 （網掛け＝同規模自治体）  対象金額 数 自治体  対象金額 数 自治体 

６億円以上 １ 川崎市  9,000 万円以上 １ 足立区  すべての指定管理 ８ 野田市、川崎市、相模原市、 

１億 8,000 万円以上 １ 足立区  2,000 万円以上 ２ 千代田区、世田谷区    厚木市、千代田区、高知市、 

１億 5,000 万円以上 ３ 草加市、高知市、豊橋市  1,000 万円以上 18 (↑ 記載以外の市 ↓)    新宿区、杉並区 

１億円以上 ７ 渋谷区、相模原市、厚木市、千代田区、  500 万円以上 ２ 相模原市、高知市  2,000 万円以上 １ 世田谷区 

  加東市、日野市、豊川市  対象にしない １ 日野市  1,000 万円以上 ８ 国分寺市、直方市、三木市、 

9,000 万円以上 １ 国分寺市  計 24     加西市、豊橋市、越谷市、 

5,000 万円以上 ８ 多摩市、直方市、三木市、我孫子市、    ※上記金額以上で「規則で定めるもの」を対象    豊川市、草加市 

  河西市、越谷市、目黒区、杉並区  としているところが大半  規則で定める施設 ２ 足立区、加東市 

4,000 万円以上 １ 野田市  庁舎清掃、警備、受付案内、電話交換、  市長が必要と認めた ４ 多摩市、渋谷区、我孫子市、 

3,000 万円以上 １ 世田谷区    施設管理など、人件費中心の業務が多い。  施設  目黒区 

2,000 万円以上 １ 新宿区      対象にしない １ 日野市 

計 24       計 24  

資料２ 



  
野田市【賃金型】 

 

 
新宿区【賃金型】 

 
田原市（理念型） 

 
長野市（理念型） 

名 
称 

 
野田市公契約条例 

 
新宿区公契約条例 

 
田原市公契約条例 

 
長野市公契約等基本条例 

施
行 

 
平成２２年２月１日 

 
令和元年１０月１日 

 
平成３１年４月１日 

 
令和３年４月１日 

目 
的 

この条例は、公契約に係る
業務に従事する労働者の適
正な労働条件を確保するこ
とにより、当該業務の質の
確保及び公契約の社会的な
価値の向上を図り、もって
市民が豊かで安心して暮ら
すことのできる地域社会を
実現することを目的とす
る。 

この条例は、公契約の手続
及び履行に係る基本的な方
針並びに新宿区及び公契約
の相手方となる者が対等な
立場と信頼関係に基づき締
結する公契約において果た
すべき責務等を定めるとと
もに、公平かつ公正な入札
等の制度を確立し、公契約
に従事する労働者等の適正
な労働条件を確保すること
により、公契約の適正な履
行及び良好な品質の確保を
図り、もって区民サービス
の向上及び地域経済の活性
化に寄与することを目的と
する。 
 

この条例は、公契約に係る基
本理念を定め、市及び受注者
等の責務を明らかにするこ
とにより、公契約の適正な履
行及び労働者等の適正な労
働環境の確保を図り、もって
市民福祉の向上及び地域経
済の健全な発展に寄与する
ことを目的とする。 

この条例は、公契約等に関し、
基本理念を定め、並びに市及び
受注者等の責務を明らかにす
ることにより、公契約等の公正
性、競争性及び透明性を高め、
市民への良好な公共サービス
の提供を確保するとともに、労
働者等の労働環境の向上を図
り、もって地域経済の健全な発
展及び市民が幸福で安心して
暮らせる持続可能な地域社会
の実現に寄与することを目的
とする。 

基 
本 
方
針 
・
理
念 

なし ⑴ 公契約に係る手続の透
明性を確保すること。 
⑵ 公契約の入札に参加し
ようとし、又は公契約の相
手方になろうとする者の
間の公正な競争を促進す
ること。 
⑶ 談合その他の不正行為
を排除すること。 
⑷ 区内の事業者が公契約
に係る業務を請け負い、又
は受託すること及び区民
が公契約に係る業務に従
事することができる機会
を確保するよう努めるこ
と。 
⑸ 労働者等の適正な労働
条件を確保し、労働環境の
悪化等により公契約の履
行に係る品質の確保に支
障が生じることのないよ
うにすること。 
⑹ 公契約の履行における
品質にふさわしい価格に
より調達すること。 
⑺ 区が推進する施策の実
現に寄与する調達を推進
すること。 
⑻ 前各号に掲げるものの
ほか、公契約の適正な履行
を確保すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑴ 公契約の締結に至る過程
において、公正性、透明性及
び競争性を確保すること。 
⑵ 公契約の適正な履行を確
保すること。 
⑶ 労働者の適正な労働環境
を確保すること。 
⑷ 受注者等の社会的責任の
向上に努めること。 
⑸ 地域経済の健全な発展に
努めること。 

⑴ 公正性、競争性及び透明性
の向上が図られること。 
⑵ 適正な履行及び品質が確保
されること。 
⑶ 市内の事業者に係る受注等
の機会の確保が図られるこ
と。 
⑷ 労働者等の賃金その他の労
働環境の向上が図られるこ
と。 
⑸ 地域において労働者等の確
保及び育成が図られること。 
⑹ 環境の保全、人権への配慮
その他の事業者の社会的価値
の向上が図られること。 
⑺ 談合その他の不正行為の排
除が徹底されること。 

資料３ 賃金型・理念型の条文比較 [主な項目] 



  
野田市【賃金型】 

 

 
新宿区【賃金型】 

 
田原市（理念型） 

 
長野市（理念型） 

市 
の
責
務 

なし 区は、前条に規定する基本
的な方針にのっとり、公契
約に関する施策を総合的か
つ効果的に推進しなければ
ならない。 

市は、この条例の目的を達成
するため、前条の基本理念に
のっとり、適正な公契約に関
する取組を総合的に実施す
るものとする。 

市は、市の財政状況に留意しつ
つ、次に掲げる施策その他前条
の基本理念に基づく必要な施
策を講じなければならない。 
 
⑴ 公正性、競争性及び透明性
の向上を図るため、適正な入
札の実施及び契約の締結をす
ること。 
⑵ 適正な履行及び品質を確保
するため、適切な履行の期間
を定めつつ、計画的に公契約
を発注し、及び依頼するとと
もに、適切な積算に基づき予
定価格を設定すること。 
⑶ 市内の事業者に係る受注等
の機会の確保を図るため、専
門的な知識又は技術等を有す
る事業者が市内に存しない場
合その他特別の事情がある場
合を除き、市内の事業者に対
する発注及び依頼に努めるこ
と。 

 

受
注
者
の
責
務 

受注者等は、法令等を遵守

し、労働者の適正な労働条

件を確保することはもとよ

り、公契約に関係する責任

を自覚し、公契約に係る業

務に従事する者が誇りを持

って良質な業務を実施する

ことができるよう、労働者

の更なる福祉の向上に努め

なければならない。 

受注者等は、公契約に関わ

る者としての社会的な責任

を自覚し、法令等を遵守す

るとともに、労働者等の適

正な労働条件を確保するよ

う努めなければならない。 

２ 受注者等は、前条の施策

に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

受注者等は、この条例の目的

を踏まえ、公契約に関する市

の取組に協力するよう努め

なければならない。 

受注者等は、法令を遵守すると

ともに、次に掲げる取組その他

第３条の基本理念に基づく必

要な取組を行い、公契約等を適

正に履行するよう努めなけれ

ばならない。 

⑴ 労働者等の賃金その他の労

働環境の向上に努めること。 

⑵ 品質及び労働環境が向上す

るよう、適正な価格での入札

に努めること。 

⑶ 下請負者等に市内の事業者

を選定するよう努めること。 

⑷ 市内の事業者から資材を調

達するよう努めること。 

⑸ 地域において労働者等を確

保し、その育成に努めること。 

⑹ この条例の内容について、

規則で定めるところにより、

労働者等に対して周知に努め

ること。 
 

賃
金
条
項 

受注者等は、適用労働者に

対し、次に定める 1 時間当

たりの賃金等の最低額以上

の賃金等を支払わなければ

ならない。 

⑴ 工事又は製造の請負の

契約 公共工事設計労務

単価に規定する職種ごと

に、千葉県において定めら

れた額を 8 で除した額に

100 分の 85 を乗じて得た

額 

⑵ 工事又は製造以外の請

負の契約・指定管理協定 

市長が別に定める額 

区は、公契約においては、次

に掲げる事項を定めるもの

とする。 

⑴ 受注者は、公契約に係る

業務に従事する労働者等

に対し、労働報酬下限額以

上の報酬を支払わなけれ

ばならないこと。 

⑵ 受注者は、受注関係者が

労働者等に対して支払っ

た報酬の額が、労働報酬下

限額未満のときは、当該労

働者等に対してその差額

分が支払われるよう、必要

な措置を講ずること。 
 

なし なし 



  
野田市【賃金型】 

 

 
新宿区【賃金型】 

 
田原市（理念型） 

 
長野市（理念型） 

労
働
環
境
の
報
告 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

区は、公契約においては、次

に掲げる事項を定めるもの

とする。 

⑶ 受注者は、新宿区規則で

定めるところにより、労働

環境の適正性を確認する

ための書面を作成し、当該

書面の記載事項について、

区長に報告すること。 

市長等は、労働者等の適正な

労働環境の確保のため必要

があると認めるときは、受注

者等に対し、報告を求め、又

は調査を行うことができる。 

受注者は、規則で定める公契約

を締結するときは、規則で定め

るところにより、当該公契約に

係る労働環境について、市長等

に報告しなければならない。 

２ 前項に規定する公契約に

係る業務の一部を履行する下

請負者等は、規則で定めるとこ

ろにより、当該業務に係る労働

環境について、受注者を通じて

市長等に報告しなければなら

ない。 

 

適
用
範
囲 

⑴ 予定価格が 4,000 万円

以上の工事又は製造の請

負の契約 

⑵ 予定価格が 1,000 万円

以上の工事又は製造以外

の請負の契約のうち、市長

が別に定めるもの 

⑶ すべての指定管理協定 

 

⑴ 予定価格が 2,000 万円

以上である工事の請負契

約 

⑵ 予定価格が 1,000 万円

以上である業務の委託契

約 

⑶ 協定 

規定なし（＝すべて） ⑴ 予定価格が１億円以上の工

事の請負の契約 

⑵ 予定価格が 1,000 万円以上

の業務の委託の契約 

⑶ 指定管理者が実施する事業

について当該指定管理者が支

出する予算額が１億円以上の

公の施設の管理に関する協定 

連
帯
責
任
等 

受注者は、下請負者及び法
の規定に基づき受注者又は
下請負者に労働者を派遣す
る者(以下「受注関係者」と
いう。)がその雇用する適用
労働者に対して支払った賃
金等の額が第 6 条第 1 項の
規定により市長が定める賃
金等の最低額を下回ったと
きは、その差額分の賃金等
について、当該受注関係者
と連帯して支払う義務を負
う。 
 

なし なし なし 

労
働
者
等
か
ら
の
申
出
等 

適用労働者は、支払われた
賃金等の額が前条第１項に
規定する賃金等の最低額を
下回るときその他受注者等
がこの条例に定める事項に
違反する事実があるとき
は、市長又は受注者等にそ
の旨の申出をすることがで
きる。 
2 受注者等は、適用労働者
が前項の申出をしたことを
理由として、当該適用労働
者に対して解雇その他不利
益な取扱いをしてはならな
い。 
 

労働者等は、公契約に係る
業務の報酬が支払われるべ
き日において労働報酬下限
額以上の当該報酬の額が支
払われない場合その他この
条例に違反している疑いが
ある場合は、その旨を区長、
当該労働者等を雇用する受
注者等又は当該労働者等に
当該業務を請け負わせ、若
しくは委託した受注者等に
申し出ることができる。 

なし 労働者等は、公契約等に係る労
働環境が法令に違反している
疑いがあるときは、規則で定め
るところにより、その旨を市長
等に申し出ることができる。 
 

罰
則
規
定
等 
 

【立入検査】あり 

【是正措置】あり 

【契約解除】あり 

【公表】  あり 

【損害賠償】あり 

【違約金】 あり 

 

【立入検査】あり 

【是正措置】あり 

【契約解除】あり 

【公表】  あり 

【損害賠償】あり 

 

【是正措置】あり 

 

【是正措置】あり 

【公表】  あり 

 

 

条例に規定はないが、 

・配置労働者報告書 

・支払賃金報告書 

は提出 



松本市の入札・契約制度（工事関係） 

 

  公共工事の入札制度については、透明性、公平性、競争性の確保、品質の確保、さらには 

市内業者の育成、市内経済への配慮などの観点から、国や県の動向をみる中で制度改正に

取り組んできました。平成２７年１月には「松本市の契約に関する方針」を定め、その   

基本理念に沿った入札・契約制度の改善に努めています。 

 

 【主な制度改正】 

年度 内容 

Ｈ１０年度 一般競争入札の本格実施 

入札執行の公開 

Ｈ１１年度 低入札価格調査制度の導入 

Ｈ１３年度 年間発注予定工事情報の公表 

Ｈ１８年度 指名業者名を事前公表から事後公表に改正 

Ｈ２０年度 事後審査型一般競争入札の導入 

最低制限価格制度の導入 

総合評価落札方式の試行導入 

Ｈ２４年度 中間前払金制度の導入 

Ｈ２５年度 総合評価落札方式の本格実施 

Ｈ２６年度 長野県の契約に関する条例（平成２６年４月施行） 

松本市の契約に関する方針（平成２７年 1 月策定） 

主任技術者の兼務及び現場代理人の兼任制度の導入 

Ｈ２７年度 事後審査型一般競争入札の拡大（対象金額:２千万円以上→１千万円以上へ） 

入札金額の内訳提出の義務化 

最低制限価格制度の見直し（上限値・下限値を県基準に合わせて引上げ） 

≪国基準の 70％～90％の範囲 → 県基準の 82.5％～92.5％の範囲に≫ 

前払金の支払限度額の廃止 

社会保険等に加入していない建設業者の排除（社会保険等加入を要件化） 

建築系工事の設計図書のデータ化（１千万円以上の工事に適用） 

金入り設計図書の公表 

Ｈ２８年度 総合評価落札方式の価格以外の評価項目の見直し 

最低制限価格制度の見直し（現場管理費の参入率を 80％ → 90％へ） 

変動型低入札価格調査制度の導入（１千万円以上の工事に適用） 

Ｈ３０年度 総合評価落札方式の価格以外の評価項目の見直し 

変動型低入札価格調査制度の見直し（２億円を基準にした区分の撤廃） 

Ｒ元年度 社会保険等未加入者対策の強化 

余裕期間制度の導入 

最低制限価格制度の見直し（上限値 87.5％～92.5％→ 89.5％～94.5％へ） 

総合評価落札方式（技術等提案型）の導入 

Ｒ２年度 総合評価落札方式の価格以外の評価項目の見直し 

建築系工事の設計図書のデータ化（１千万円未満の工事にも適用） 
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公契約条例に対する松本市のこれまでの対応 

 

年度 対応 

平成２１年度～ 

２５年度 

平成２２年２月定例会以降、「公契約条例の制定」に関する一般質問が

毎年されている。当時は、まだ制定していた自治体が少なかったことも

あり、「長野県を含む他の自治体の取組状況を見ながら対応していく。」

との答弁を行っていた。 

 

平成２６年度～ 

令和元年度 

長野県が、平成２６年４月「長野県の契約に関する条例」を施行。県

条例は、労働環境の整備にとどまらず、事業者、労働者、県民それぞれ

の観点に立った幅広い内容を対象として基本理念を定め、契約の活用を

通して地域経済の健全な発展や、社会的責任を果たす事業者の育成など

の行政目的を実現する内容となっており、県条例の内容は、契約を通じ

て松本市が目指す行政目的の実現と同じであることから、平成２７年１

月、県条例に準じた内容の「松本市の契約に関する方針」を策定。 

長野県が条例の理念を実現するため策定した「長野県の契約に関する

取組方針（８９項目）」を参考に、県条例に準じた取組みを進めてきた。 

議会での一般質問に対しても、「松本市の契約に関する方針に基づく

取組みを進めており、公契約条例制定については考えていない」との 

答弁を繰り返してきた。 

 

令和２年度 労働団体との懇談会（令和２年１１月１９日：勤労者福祉センター）に

おいて、労働団体からの提案（公契約条例の制定）に対し、臥雲市長が 

「労働環境の向上は、地域経済の活性化、公共工事の品質確保に寄与し、

市民全体の利益にもつながる」、「労使双方の意見を聞く場を設けること

から取り組みたい」と検討を進める考えを表明。 

 

令和３年度 松本市公契約条例検討委員会を設置 

公契約条例制定に向けての検討を開始 
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「長野県条例」と「松本市方針」の比較 
 

 
長野県の契約に関する条例 
（平成２６年３月２０日制定） 

 
松本市の契約に関する方針 
（平成２７年１月２１日策定） 

（目的） 

第１条 この条例は、県の契約に関し、基本理念を定め、並

びに県及び県の契約の相手方の責務を明らかにするとと

もに、契約に関する県の取組の基本となる事項を定める

ことにより、契約制度の公正かつ適切な運用を図りつつ、

県の一定の行政目的を実現するために契約の活用を図

り、もって県民の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（目的） 

第１条 この方針は、市の契約に関し、基本理念を定めると

ともに、契約に関する市の取組の基本となる事項を定め

ることにより、契約制度の公正かつ適切な運用を図りつ

つ、市の一定の行政目的を実現するために契約の活用を

図り、もって市民の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「県の契約」又は「契約」とは、

県を当事者の一方とする契約で県以外の者のする工事の

完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入に

対し県が対価の支払をすべきものをいう。 

（定義） 

第２条 この方針において「市の契約」又は「契約」とは、

市を当事者の一方とする契約で市以外の者のする工事の

完成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入に

対し市が対価の支払をすべきものをいう。 

（基本理念） 

第３条 県の契約は、地域経済の健全な発展に資するため、

契約の過程及び内容の透明性並びに競争の公正性が確保

されること並びに談合その他の不正行為の排除が徹底さ

れることにより、その適正化が図られなければならない。 

２ 県の契約は、その履行により県民に提供されるサービ

スを安全かつ良質なものとするため、経済性に配慮しつ

つ、適正な履行が通常見込まれない金額を契約金額とす

る契約の締結を防止すること及び価格以外の多様な要素

も考慮することにより、総合的に優れた内容のものとし

なければならない。 

３ 県の契約の締結に当たっては、それによる支出が持続

可能で活力ある地域社会の実現に重要な意義を有するこ

とに鑑み、契約の目的及び内容に応じ次に掲げる事項に

配慮しなければならない。 

(1) 地域における雇用の確保が図られること。 

(2) 県産品の利用が図られること。 

(3) 県内の中小企業者の受注機会の確保が図られるこ

と。 

(4) 県民が安全で安心して暮らすことができるようにす

るための活動を行う事業者の育成に資することとなる

こと。 

(5) 事業者の有する専門的な技術の継承が図られるこ

と。 

(6) その他持続可能で活力ある地域社会の実現に資する

こととなること。 

４ 県の契約の締結に当たっては、それが社会的な責任を

果たす事業者の育成に資することとなるよう、契約の目

的及び内容に応じ事業者に係る次に掲げる事項に配慮し

なければならない。 

(1) 県の契約の履行に係る業務に従事する労働者の賃金が

適正な水準にあることその他の労働環境が整備されてい

ること。 

(2) 環境に配慮した事業活動を行っていること。 

(3) 障害者その他の就業を支援する必要がある者の雇用の

促進に資する取組を行っていること。 

(4) 男女共同参画社会の形成に資する取組を行っているこ

と。 

(5) その他社会貢献活動を行っていること。 

（基本理念） 

第３条 市の契約は、地域経済の健全な発展に資するため、

契約の過程及び内容の透明性並びに競争の公正性が確保

されること並びに談合その他の不正行為の排除が徹底さ

れることにより、その適正化が図られなければならない。 

２ 市の契約は、その履行により市民に提供されるサービ

スを安全かつ良質なものとするため、経済性に配慮しつ

つ、適正な履行が通常見込まれない金額を契約金額とす

る契約の締結を防止すること及び価格以外の多様な要素

も考慮することにより、総合的に優れた内容のものとし

なければならない。 

３ 市の契約の締結に当たっては、それによる支出が持続

可能で活力ある地域社会の実現に重要な意義を有するこ

とに鑑み、契約の目的及び内容に応じ次に掲げる事項に

配慮しなければならない。 

(1) 地域における雇用の確保が図られること。 

(2) 市内の中小企業者の受注機会の確保が図られるこ

と。 

(3) 市民が安全で安心して暮らすことができるようにす

るための活動を行う事業者の育成に資することとなる

こと。 

(4) 事業者の有する専門的な技術の継承が図られるこ

と。 

(5) その他持続可能で活力ある地域社会の実現に資する

こととなること。 

 

４ 市の契約の締結に当たっては、それが社会的な責任を

果たす事業者の育成に資することとなるよう、契約の目

的及び内容に応じ事業者に係る次に掲げる事項に配慮し

なければならない。 

(1) 市の契約の履行に係る業務に従事する労働者の賃金

が適正な水準にあることその他の労働環境が整備され

ていること。 

(2) 環境に配慮した事業活動を行っていること。 

(3) 障害者その他の就業を支援する必要がある者の雇用

の促進に資する取組を行っていること。 

(4) 男女共同参画社会の形成に資する取組を行っている

こと。 

(5) その他社会貢献活動を行っていること。 

第４条（県の責務） 

第５条（県の契約の相手方の責務） 

第６条（県の取組方針）       （条文略） 

第７条（長野県契約審議会） 

第８条（指定管理者の選定等） 

 

（市の取組方針） 

第４条 当面の間は、「長野県の契約に関する取組方針」を

参考として、市の契約に関する取組みを進めることとす

る。 

２ 具体的には、「長野県の契約に関する取組方針」の各項

目を個別に検討し、導入可能な項目について、順次本市の

入札・契約制度に反映させていくこととする。 
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　　　　　　         業務区分

 契約方法
工事 工事関連委託 物品購入 賃貸借 印刷製本 一般業務委託

随意契約（１者） 130万円以下 10万円未満 10万円未満 10万円未満 10万円未満 10万円未満

随意契約（複数者） ― ― 80万円以下 40万円以下 130万円以下 50万円以下

指名競争入札
130万円超から
1,000万円未満

10万円以上 80万円超 40万円超 130万円超 50万円超

事後審査型一般競争入札
1,000万円以上

1億5,000万円未満
― ― ― ― ―

一般競争入札 1億5,000万円以上 ― ― ― ― ―

主な業務内容

土木工事
建築工事
舗装工事
ほか

測量コンサルタント
設計コンサルタント
ほか

事務用品
衛生用品
医薬品
自動車・消防車
厨房機器ほか

情報機器賃貸借
コピー機賃貸借
重機等のレンタル

ポスター
パンフレット
冊子
帳票ほか

清掃
施設管理
イベント企画・実施
各種調査ほか

松本市における契約方法等
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⑴ 契約金額別件数
（単位：件）

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

5億以上 2 0.9% 0 0.0% 2 0.1% 0 0.0% 4 0.1%

1億円以上～5億円未満 24 10.3% 0 0.0% 11 0.8% 0 0.0% 35 1.1%

5,000万円以上～1億円未満 49 21.1% 0 0.0% 18 1.2% 0 0.0% 67 2.0%

2,000万円以上～5,000万円未満 45 19.4% 6 2.6% 39 2.7% 6 0.4% 96 2.9%

1,000万円以上～2,000万円未満 31 13.4% 13 5.6% 41 2.8% 8 0.6% 93 2.8%

500万円以上～1,000万円未満 34 14.7% 23 9.9% 67 4.6% 22 1.6% 146 4.4%

100万円以上～500万円未満 47 20.3% 94 40.5% 354 24.2% 154 11.0% 649 19.5%

50万円以上～100万円未満 - - 43 18.5% 171 11.7% 172 12.3% 386 11.6%

50万円未満 - - 53 22.8% 760 51.9% 1,039 74.2% 1,852 55.6%

232 100.0% 232 100.0% 1,463 100.0% 1,401 100.0% 3,328 100.0%

※この資料は、契約管財課において契約したものを記載しています。なお、各部署で契約（少額の案件など）しているものは、
含まれていません。

⑵ 契約金額別件数【※累積】
（単位：件）

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

5億以上 2 0.9% 0 0.0% 2 0.1% 0 0.0% 4 0.1%

1億以上 26 11.2% 0 0.0% 13 0.9% 0 0.0% 39 1.2%

5,000万以上 75 32.3% 0 0.0% 31 2.1% 0 0.0% 106 3.2%

2,000万以上 120 51.7% 6 2.6% 70 4.8% 6 0.4% 202 6.1%

1,000万以上 151 65.1% 19 8.2% 111 7.6% 14 1.0% 295 8.9%

500万以上 185 79.7% 42 18.1% 178 12.2% 36 2.6% 441 13.3%

100万以上 232 100.0% 136 58.6% 532 36.4% 190 13.6% 1,090 32.8%

50万以上 - - 179 77.2% 703 48.1% 362 25.8% 1,244 37.4%

0 以上（総計） 232 100.0% 232 100.0% 1,463 100.0% 1,401 100.0% 3,328 100.0%

契約件数（令和２年度／契約管財課）

                            業務区分ごと

 契約金額区分

物品等 全体

工事 工事関連委託 業務委託 物品等 全体

総　　　計

                             業務区分ごと

 契約金額区分

工事 工事関連委託 業務委託
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（単位：件）

年　　度 件　　数 落　札　率

平成１０年度 539 98.04%

平成１１年度 573 97.58%

平成１２年度 504 97.52%

平成１３年度 450 96.62%

平成１４年度 325 96.00%

平成１５年度 292 92.74%

平成１６年度 346 94.52%

平成１７年度 377 95.18%

平成１８年度 427 94.19%

平成１９年度 337 91.29%

平成２０年度 343 91.24%

平成２１年度 402 92.44%

平成２２年度 309 92.55%

平成２３年度 242 93.45%

平成２４年度 344 92.96%

平成２５年度 336 93.88%

平成２６年度 302 94.29%

平成２７年度 228 93.03%

平成２８年度 207 93.80%

平成２９年度 219 93.77%

平成３０年度 240 95.01%

令和元年度 227 96.77%

令和２年度 232 97.50%

松本市建設工事の件数・落札率の推移
　　　　　≪契約管財課発注分≫
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